第４回全国上場会社インサイダー取引管理アンケート

【回答用紙】
※２０１６（平成２８）年１月１日現在の状況について、該当する項目を○で囲んでください。
	上場会社名
投資法人名
	（証券コード：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	上場取引所

（重複上場の場合は全てを○で囲んでください。）
	(1) 東証１部
(2) 東証２部

(3) 東証マザーズ

(4) JASDAQｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ
(5) JASDAQｸﾞﾛｰｽ
	(6) TOKYO PRO MARKET
(7) 名証１部
(8) 名証２部

(9) 名証セントレックス
(10) 福証本則市場
	(11) 福証Q-Board

(12) 札証本則市場

(13) 札証アンビシャス
(14) 東証REIT
(15) 福証REIT

	
	上場年月（重複上場の場合は最初に上場した年月：　　　　　　　年　　　　　月）

	業種区分

	(1) 水産・農林業

(2) 鉱業

(3) 建設業

(4) 食料品

(5) 繊維製品

(6) パルプ・紙

(7) 化学

(8) 医薬品

(9) 石油・石炭製品

(10) ゴム製品

(11) ガラス・土石製品
	(12) 鉄鋼

(13) 非鉄金属

(14) 金属製品

(15) 機械

(16) 電気機器

(17) 輸送用機器

(18) 精密機器

(19) その他製品

(20) 電気・ガス業

(21) 陸運業

(22) 海運業
	(23) 空運業

(24) 倉庫・運輸関連業

(25) 情報・通信業

(26) 卸売業

(27) 小売業

(28) 銀行業

(29) 証券・商品先物取引業
(30) 保険業

(31) その他金融業

(32) 不動産業

(33) サービス業

	従業員数

（単体）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）人

	従業員数

（連結）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）人

	事業所数

（単体）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	事業所数

（連結）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	連絡先
	部署・氏名



	
	電話番号




【回答方法】

貴社が取り組んでいる自社の役職員等によるインサイダー取引防止体制の状況として、該当する選択肢を○で囲んでください。該当する選択肢がなく、「その他」等の選択肢がある場合は「その他」等を○で囲み、自由回答等具体的な内容の記載をお願いしている設問については括弧内に記載してください。

各設問は原則として選択肢一つを選択していただくことを想定していますが、「（複数選択可）」という記載がある設問については該当する選択肢すべてを選択してください。
なお、本アンケートはインサイダー取引防止体制の整備を担当されている実務担当者の方にご回答いただくことを想定しております。
※ ＲＥＩＴに関しては、「貴社」を「貴法人」、「上場会社」を「投資法人及び資産運用会社」と適宜読み替えてご回答ください。
※ なお、「インサイダー取引」を「内部者取引」と表記することもありますが、本アンケートでは、以降「インサイダー取引」で統一します。
Ⅰ．インサイダー取引管理の概況 
【 問１．インサイダー取引管理規程の有無 】
上場会社役職員等によるインサイダー取引を未然に防止するためには、上場会社において重要事実となる情報の管理や役職員等による自社株売買等の取扱いを明確にすることが重要です。
そして、それらの内容を社内ルールとして定めたインサイダー取引管理規程（名称の如何を問わず、インサイダー取引を防止するために定めた社内規程のことを指すものとします。また、規程は１つに集約されたものに限らず、インサイダー取引の防止に関連した規程類、ディスクローズを含めた情報管理に関連した規程類、自社株売買の管理に関連した規程類を含めたもとしてご回答ください。以降同様。）を設けることも有効な対策です。
このような規程の整備について、貴社ではどのような対応をしていますか？
1 インサイダー取引管理規程を定め、具体的な情報管理、売買管理の手続を定めている
2 インサイダー取引管理規程を定めているが、具体的な情報管理、売買管理の手続は定めていない
3 インサイダー取引管理規程は定めていないが、インサイダー取引管理規程を定めることの代替措置として以下の措置を講じている


4 インサイダー取引管理規程を定めておらず、インサイダー取引管理規程を定めることの代替措置も特に講じていない
※問１．で①又は②と回答した場合にご回答ください。

【 問２．インサイダー取引管理規程の見直しの機会 】

インサイダー取引管理規程を実際に運用するためには、規程の内容が上場会社の事業規模、組織体制、業務形態に則した内容であることや、関係する法令の改正を正しく反映していることが求められます。貴社ではどのような機会に規程の見直しを行っていますか？
	見直しの機会
	直近の見直し・規程制定時期

	1 
	事業規模、組織体制、業務形態の変化や法令の改正の都度行っている
	［西暦］　　　　　　年見直し

	2 
	事業規模、組織体制、業務形態の変化や法令の改正の時期とは関係はないが、定期的に行っている
	［西暦］　　　　　　年見直し

	3 
	定期的ではないが、適宜行っている
	［西暦］　　　　　　年見直し

	4 
	制定以来行っていない
	［西暦］　　　　　　年制定


【 問３．情報伝達規制・取引推奨規制への対応状況 】

2013年に行われた金融商品取引法の改正により、2014年4月1日から、いわゆる情報伝達規制・取引推奨規制が導入され、重要事実等を知る会社関係者等が、他の者に対し、公表前の取引により利益を得させる目的または損失を回避させる目的で、その情報を伝達する行為や取引を推奨する行為が禁止されました。これに違反し、相手方が取引を実行した場合には罰則等の対象となります。（参考：情報伝達・取引推奨規制に関するQ&A（金融庁）

 http://www.fsa.go.jp/news/25/syouken/20130912-1/01.pdf）
改正前から、情報伝達については従前より不必要な情報伝達を禁止するなどの対応をされていた上場会社が多いとみられますが、取引推奨を規制していた上場会社はほとんどなく、また、情報伝達規制が設けられたことは、各役職員に対して情報管理を一層注意して行うべきと指導するきっかけとなるものだったと思われます。
この改正が施行されてから2年弱が経過しましたが、貴社ではどのような対応をされましたか？（複数選択可）
1 情報伝達・取引推奨のいずれも禁止されることをインサイダー取引管理規程で明示した
2 一定の目的での情報伝達についてのみインサイダー取引管理規程で禁止した
3 一定の目的での取引推奨についてのみインサイダー取引管理規程で禁止した
4 情報伝達について、それ自体が違法となる場合があることなどの注意喚起を行った
5 取引推奨について、違法とされる場合があることなどの注意喚起を行った
6 特段の対応は行わなかった
【 問４．役職員の自社株売買に係る管理手続の類型 】

役職員等によるインサイダー取引を防止するためには、上場会社において、自社の役職員による自社株売買について、一定の管理手続を設けておくことが有効な方策の一つと考えられます。
多くみられるケースとしては、上場会社が役職員等の自社株売買を事前に申請させ、インサイダー取引に該当しないことを確認した上で売買を「許可」する方式や、自社株売買についての判断は役職員に委ねるものの、予定する売買の内容を「事前届出」させる又は「事後届出」させる方式等があります。
この点について、貴社ではどのような方策を採用していますか？（ただし、事前届出制と呼ばれる制度であっても、上場会社が売買の可否を判断する制度である場合は、実質的に①の許可制と考えられます。）。
（ア）～（キ）の役職等の別に、末尾の表の①～⑥の管理方法のいずれかに○を記入してください。
1 上場会社が事前に許可した場合に限り自社の役職員等による自社株式等の売買を認める「許可型」
2 自社株式等の売買についての最終的な判断は役職員等に委ねるものの、事前に予定する売買の内容を届出させる「事前届出型」
3 上場会社が役職員等による自社株式の売買動向の把握のみを目的として売買の実行後にその状況を役職員に届出させる「事後届出型」
4 役職員等の自社株等の売買を一切認めない「禁止型」
5 上場会社自身は役職員等の自社株売買に一切関知しない「無関知型」
6 その他（具体的内容について括弧内に記載してください。）

	役職等の別
	①

許可型
	②事前

届出型
	③事後

届出型
	④

禁止型
	⑤
無関知型
	⑥

その他

	（ア）役員
	
	
	
	
	
	

	（イ）一定の管理職
	
	
	
	
	
	

	（ウ）重要情報に接する
可能性の高い部署の職員
	
	
	
	
	
	

	（エ）上記以外の職員
	
	
	
	
	
	

	（オ）派遣社員、

パート・アルバイト
	
	
	
	
	
	

	（カ）退職後１年以内の者
	
	
	
	
	
	

	（キ）配偶者・同居家族
	
	
	
	
	
	


【 問５．役職員の他社株売買に係る管理手続の類型 】

上場会社の事業内容によっては、他社の経営に関する重要情報を容易に知り得る立場になることが想定されますが、そのような場合にも、自社の役職員等に対して、他社株の売買の取扱いを一定程度定めておくことが考えられます。この点について、貴社ではどのような方策を採用していますか？ 
前問同様、（ア）～（キ）の役職等の別に、末尾の表の①～⑥の管理方法のいずれかに○を記入してください。
1 上場会社が事前に許可した場合に限り自社の役職員等による他社株式等の売買を認める「許可型」
2 他社株式等の売買についての最終的な判断は役職員等に委ねるものの、事前に予定する売買の内容を届出させる「事前届出型」
3 上場会社が役職員等による他社株式の売買動向の把握のみを目的として売買の実行後にその状況を役職員に届出させる「事後届出型」
4 役職員等の他社株等の売買を一切認めない「禁止型」
5 上場会社自身は役職員等の他社株売買に一切関知しない「無関知型」
6 その他（具体的内容について括弧内に記載してください。）

	役職等の別
	①

許可型
	②事前

届出型
	③事後

届出型
	④

禁止型
	⑤
無関知型
	⑥

その他

	（ア）役員
	
	
	
	
	
	

	（イ）一定の管理職
	
	
	
	
	
	

	（ウ）重要情報に接する

可能性の高い部署の職員
	
	
	
	
	
	

	（エ）上記以外の職員
	
	
	
	
	
	

	（オ）派遣社員、

パート・アルバイト
	
	
	
	
	
	

	（カ）退職後１年以内の者
	
	
	
	
	
	

	（キ）配偶者・同居家族
	
	
	
	
	
	


Ⅱ．重要事実の性質に応じた情報管理体制 
【 問６．決定事実・決算情報の認識・管理開始時期 】

インサイダー取引を未然に防止するためには、発生した情報をどの時点から重要事実として管理するかが重要なポイントとなります。
そこで、貴社では、実際の運用において、決定事実・決算情報のそれぞれについて、どの時点から重要事実として管理しているか、末尾の表の①～⑩のタイミングのいずれかに○を記入してください。
＜決定事実＞
例えば、ある重要プロジェクト（インサイダー取引規制上の軽微基準にはおよそ該当しないと予想されるものであり、いわゆるトップダウン型のプロジェクトではないものとします。）の実行について、以下の①～⑧の経緯を経て、会社法所定の決定権限のある機関（一般的には取締役会）で決定された場合、貴社では通常はどのタイミングから重要事実として管理しますか？
＜決算情報＞
例えば、決算の大幅な上方修正（インサイダー取引規制上の軽微基準にはおよそ該当しないと予想されるものであるとします。）について、以下の①～⑧の経緯を経て、会社法所定の決定権限のある機関（一般的には取締役会）で決定された場合、貴社では通常はどのタイミングから重要事実として管理しますか？

	タイミング
	決定

事実
	決算

情報

	1 担当部門（担当役員を含まない）における検討の開始
	
	

	2 担当部門（担当役員を含まない）における決定
	
	

	3 担当部門（担当役員を含む）における検討の開始
	
	


	4 担当部門（担当役員を含む）における決定
	
	

	5 経営トップ（いわゆる社長・CEO）による了承・決定
	
	

	6 上級の会議体（例えば経営会議、常務会等。会社法所定の決定権限のある機関ではない）による検討の開始
	
	

	7 上級の会議体（例えば経営会議、常務会等。会社法所定の決定権限のある機関ではない）による決定
	
	

	8 会社法所定の決定権限のある機関（一般的には取締役会）による検討の開始
	
	

	9 会社法所定の決定権限のある機関（一般的には取締役会）による決定
	
	

	10 その他（具体的内容について括弧内に記載してください。）


	
	


【 問７．情報管理に係る具体的な施策 】

社内において情報管理を徹底するため、また、自社株売買規制が広範囲の役職員に及び、過剰な規制にならないようにするためにも、把握した情報の伝達範囲を限定し、情報を伝達する場合にはその手続を明確に定めておくことが望ましいといえます。
また、何らかの問題が発生した場合に、事後的に情報の伝達経路を検証し、必要に応じて証券取引所や当局に報告できる仕組みを設けておくことも情報管理を行う上で重要なポイントとなります。
このような情報管理の方策として、現在、貴社が行っている取組みにはどのようなものがあるかお答えください。（複数選択可）

1 情報に重要度区分を付けて重要度に応じた管理をしている
2 情報の伝達可能な範囲を規程上明示している
3 情報伝達時に情報管理の責任者（上長等）に報告している
4 情報伝達経路を文書にして記録している
5 事後検証が可能なように重要な情報は文書にして伝達している
6 文書の作成、配布、保管、検索、廃棄等について社内ルールを設けている
7 情報隔壁（チャイニーズウォール）を設けて情報の流出を制限している
8 伝達情報に重要事実が含まれていることを相手に伝えている
9 役職員に対して情報の不用意な流出に繋がる行為を行わないよう注意を呼びかけている
10 役職員に対して情報の取扱いに係る守秘義務規定を設けている
11 役職員から情報の取扱いに係る守秘義務誓約書を徴している
12 情報を管理システムに登録して一元管理している
13 内部監査を利用して情報管理に係る取組みの事後検証を行っている
14 情報管理の徹底について役職員同士で相互チェックしている
15 特定のプロジェクトについて、検討開始時点から管理している
16 その他（具体的内容について括弧内に記載してください。）

Ⅲ．インサイダー取引管理に係る特定時期の対応 
【 問８．自社株売買に係る特定時期の対応 】

自社株売買に係る規制がある場合、社内のリスク管理の観点と過剰な運用を防ぐ取組みのバランスが重要と考えられますが、貴社では、決算期末など特定の時期に規制・管理レベルを引き上げる又は緩和する等、特定の時期に焦点を当てた対策を講じていますか？（ア）～（キ）の役職等の別ごとに①～⑥の規制・管理方法でお答えください。（複数選択可） なお、④又は⑤を選択された場合には、具体的な規制・管理レベルの引き上げ・緩和の内容についても括弧内に記載してください。
1 一定期間、役職員等の自社株売買等を禁止する
2 一定期間、役職員等に対する注意喚起の頻度を増やす
3 一定期間のみ役職員等の自社株売買等を認める
4 その他一定期間規制・管理レベルを引き上げる（具体的内容について括弧内に記載してください。）

5 その他一定期間規制・管理レベルを緩和する（具体的内容について括弧内に記載してください。）

6 特に行っていない
	役職等の別
	①～⑥のうち該当するもの

	（ア）役員
	

	（イ）一定の管理職
	

	（ウ）重要情報に接する可能性の高い部署の職員
	

	（エ）上記以外の職員
	

	（オ）派遣社員、パート・アルバイト
	

	（カ）退職後１年以内の者
	

	（キ）配偶者・同居家族
	


※問８．でいずれかの役職員について①～⑤の回答をした場合にご回答ください。

【 問９．特定時期の設定状況 】

自社株売買に関するルールを設ける場合には、過度な規制にならないように配慮した仕組み作りが求められます。このため、一定期間規制を強化する場合、または、一定期間のみ規制を緩和する場合、その期間の設定の仕方にも配慮をすることが求められますが、貴社ではどのような期間の設定をしていますか？
どの期間について相対的に厳しい規制をしているか（一定期間のみ規制を緩和する場合、緩和をしていない期間）について、前問同様、（ア）～（キ）の役職等の別ごとに、末尾の表に以下の例のようなかたちでお答えください。
例：
・事業年度ごとに、決算発表日の○週間前から、決算発表日の○日後までを相対的に厳しい規制の対象としている。
・半期ごとに、決算発表日の○か月前から、決算発表日の○か月後までを相対的に厳しい規制の対象としている。
・四半期ごとに、決算発表日の○週間前から、決算発表日の○週間後までを相対的に厳しい規制の対象としている。
・通期決算発表日の○週間前から、決算発表日の○日後までと、その他の四半期決算発表日の○週間前から、決算発表日の○日後までを相対的に厳しい規制の対象としている。
	役職等の別
	具体的な規制期間

	（ア）役員
	

	（イ）一定の管理職
	

	（ウ）重要情報に接する
可能性の高い部署の職員
	

	（エ）上記以外の職員
	

	（オ）派遣社員、

パート・アルバイト
	

	（カ）退職後１年以内の者
	

	（キ）配偶者・同居家族
	


※問８．で(イ)又は(ウ)の役職員のいずれかについて①～⑤の回答をした場合にご回答ください。
【 問１０．特定時期の対応を行う役職員の範囲 】

上場会社のインサイダー取引管理が過度な規制にならないように配慮するにあたっては、対象となる役職員の属性に応じて、それぞれ異なる規制とすることも選択肢となります。また、広範囲の役職員について特定時期の対応を行っている場合、情報管理のあり方を見直すことによって、特定時期の対応を行う範囲を限定することも選択肢となります。そこで、貴社では特定時期の対応を行う役職員の範囲は具体的にどのように定められているかお答えください。
1 （イ）と（ウ）の役職員とその他の役職員とで異なる扱いとしている場合
→「一定の管理職」、「重要情報に接する可能性の高い職員」と整理している役職・所属部署の範囲をそれぞれお答えください。

2 （イ）と（ウ）の役職員とその他の役職員について同じ扱いとしている場合
→「一定の管理職」、「重要情報に接する可能性の高い職員」を他の役職員と同列に扱っている理由をお答えください。

Ⅳ．重要事実への該当性判断の適切性 
【 問１１．情報管理の対象と重要事実の区別 】

情報管理については、重要事実に該当することが明らかな情報のほか、現に重要事実に該当する可能性のある情報や、将来重要事実に該当することとなる可能性のある情報なども含め、ある程度重要な内部情報については広く対象とすることが望ましいといえます。他方で、そのように情報管理の対象を広くとっている場合、管理の対象としている情報の全てについて重要事実に該当するものとして、その情報を知る者の売買を制限することは、重要事実を知らない役職員に対する過剰な規制となる可能性が否定できません。
そこで、上場会社では、情報管理の対象と重要事実に該当する情報を区別してインサイダー取引管理を行うことも考えられます。以下の選択肢から貴社の実際の運用に最も近いものを選択してください。
1 情報管理の対象であっても、重要事実に該当しない情報や重要事実に該当する可能性の低い情報を知る者の自社株売買については許容している
2 情報管理の対象を、重要事実に該当する情報またはその可能性が高い情報に限定している
3 情報管理の対象には重要事実に該当する可能性のある情報を広く含め、その情報を知る者の自社株売買は許容していない
【 問１２．重要事実への該当性判断の適切性確保に向けた取組み 】

情報管理の実際の運用においては、情報管理について責任を持つ部署（責任者）が正しく法令を理解し、発生した情報が重要事実に該当するかを適切に判断できなくてはなりません。上場会社において、重要事実への該当性判断の適切性確保に向けた取組みを行うことは、インサイダー取引管理を適切に行うためにも重要です。
ただ、そのような取組みが行われている場合であっても、重要事実への該当性について少しでも懸念がある場合に責任部署（責任者）に問い合わせる運用が徹底されていなければ、インサイダー取引管理が過剰あるいは不十分な体制となる可能性が残ります。特に、売買の可否を判断するにあたっては、責任部署への負担軽減などの観点から、多くの役職員について一次的には上長の決裁を必要としている上場会社も見受けられますが、そのような場合には上長の判断の適切性確保に向けた取組みも必要となります。もちろん、広く役職員全体の重要事実に関する理解を促進することは、情報管理・インサイダー取引管理のいずれの観点からも有用ですが、重要事実への該当性の判断は必ずしも容易ではなく、これを適切にできる人材の育成も、インサイダー取引管理を継続的に行っていく上での重要な課題です。
以上のような観点を踏まえ、重要事実への該当性判断の適切性確保のため、責任部署（責任者）への取組みのほかに、貴社で行っている取組みがあればお答えください。（複数選択可）
1 重要事実への該当性については責任部署（責任者）に確認する運用を徹底している
2 重要事実への該当性の一次的な判断は各部署の一定の者に行わせているが、そのような地位にある者に対しては他の役職員とは別に研修等を実施している
3 売買をする本人以外の複数人による確認を必ず行わせている
4 自社で生じる典型的な重要事実や実際に生じた重要事実について、説明資料等を作成して各部署、役職員に配布している
5 その他（具体的内容について括弧内に記載してください。）

【 問１３．株価への影響が明らかな場合の対応 】

2014年6月27日、金融庁・証券取引等監視委員会の公表する「インサイダー取引規制に関するQ&A」の問3が追加され、『「重要事実」が、その公表により株価の上昇要因となることが一般的に明白なときに、当該株式の売付けを「重要事実」の公表前に行っている場合』など、取引の経緯等から「重要事実」を知ったことと無関係に行われたことが明らかであれば、インサイダー取引規制違反として課徴金納付命令等の対象とされることにはならないとの考え方が示されました。（参考：「インサイダー取引規制に関するＱ＆Ａ」の追加について（金融庁）http://www.fsa.go.jp/news/25/syouken/20140627-12.html）
社内管理において、このような場合についてまで売買を禁止することは過剰な規制となるおそれがあります。他方で、「株価の上昇要因となることが一般的に明白」（またはその逆）と言えるかどうかは個別の事案の具体的状況により、上場会社としてそのような判断を行った場合には、その過程について当局等へ適切に説明できるような体制をあわせて整えることが望ましいと考えられます。
そこで、貴社でこのQ＆Aの内容に応じた対応を行われたかについて、実際の状況に最も近い選択肢でお答えください。
1 社内規程で自社株売買を許容する場合として明記するなどの対応をした
2 社内規程は改正していないが、運用上、該当する場合には売買を許可することとした
3 特段の対応は行わなかった
4 Q&Aの存在を今回のアンケートによって初めて知った
Ⅴ．役職員への啓発活動と社内ルールへの理解 
【 問１４．役職員への啓発活動の方法 】

役職員等によるインサイダー取引を未然に防止するためには、情報管理や売買管理に関する社内規程を策定するのみならず、策定した規程の内容やインサイダー取引規制の趣旨などを役職員に正しく理解してもらうことが重要です。このような役職員への啓発活動として、貴社が実施しているものにはどのようなものがありますか？（複数選択可）
1 社内掲示板に規程等を掲載していつでも閲覧できるようにしている
2 メール、社内刊行物等で規程等を定期的に周知している
3 社内の担当部署（責任者）が講師となって集合研修を行っている
4 外部の専門家（弁護士、証券取引所担当者等）を招聘して集合研修を行っている
5 eラーニングを用いて個別研修を行っている
6 インサイダー取引規制に関する動画（DVD、ビデオ等）の視聴を義務付けている
7 インサイダー取引規制に関する解説本を配布している
8 インサイダー取引防止のための啓発用ポスターを社内に掲示している
9 インサイダー取引管理規程のみならず、社内の企業行動規範、倫理規定等の中にもインサイダー取引防止を啓発する旨の条項を挿入している
10 社内の担当者を外部研修に参加させている
11 経営トップが年頭挨拶、朝礼、メールなどで会社全体にメッセージを発信している
12 役職員の自社株売買等の際の疑問に対して専門窓口を設けて答えている
13 特に行っていない
14 その他（具体的内容について括弧内に記載してください。）

【 問１５．社内研修の頻度 】

役職員等によるインサイダー取引を未然に防止するためには、単にインサイダー取引規制や社内規程が存在することを周知するのみではなく、その内容を正しく理解してもらうことが必要であり、そのためには社内外の講師による集合研修やeラーニング、動画視聴等の研修を行うことが有効です。貴社では、役職員に対して、具体的にどのような研修を、どの程度の頻度で行っていますか？
実際に行っている研修につき、該当する①～⑥を選択してください（行っていない研修については回答不要です。）。（複数選択可）
	役職等の別
	（ア）社内担当者による講義
	（イ）外部専門家による講義

	役員
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 新任役員が就任する都度
⑥ その他（　　　　　　　　）
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 新任役員が就任する都度
⑥ その他（　　　　　　　　）

	一定の管理職
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 一定の管理職に昇進する都度
⑥ その他（ 　　　　　　　）
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 一定の管理職に昇進する都度
⑥ その他（ 　　　　　　　）

	重要情報に接する
可能性の高い職員
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 重要情報に接する可能性の高い部署に異動する都度
⑥ その他（ 　　　　　　　）
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 重要情報に接する可能性の高い部署に異動する都度
⑥ その他（ 　　　　　　　）

	上記以外の職員
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 入社時
⑥ その他（　　　　　　　　）
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 入社時
⑥ その他（　　　　　　　　）

	派遣社員、

パート・アルバイト
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 入社時
⑥ その他（　　　　　　　　）
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 入社時
⑥ その他（　　　　　　　　）


	役職等の別
	（ウ）ｅラーニング
	（エ）動画視聴

	役員
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 新任役員が就任する都度
⑥ その他（　　　　　　　　）
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 新任役員が就任する都度
⑥ その他（　　　　　　　　）

	一定の管理職
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 一定の管理職に昇進する都度
⑥ その他（ 　　　　　　　）
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 一定の管理職に昇進する都度
⑥ その他（ 　　　　　　　）

	重要情報に接する
可能性の高い職員
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 重要情報に接する可能性の高い部署に異動する都度
⑥ その他（ 　　　　　　　）
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 重要情報に接する可能性の高い部署に異動する都度
⑥ その他（ 　　　　　　　）

	上記以外の職員
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 入社時
⑥ その他（　　　　　　　　）
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 入社時
⑥ その他（　　　　　　　　）

	派遣社員、

パート・アルバイト
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 入社時
⑥ その他（　　　　　　　　）
	① 半年に１回程度
② １年に１回程度
③ ２年に１回程度
④ 不定期
⑤ 入社時
⑥ その他（　　　　　　　　）


【 問１６．法令の規制以上に厳しい社内管理を行う理由の説明 】

多くの上場会社では、インサイダー取引防止のため、法令の定めるインサイダー取引に該当する取引よりも広い範囲の取引について社内管理が行われています。そのような内容の社内管理体制を実効性あらしめるためには、役職員に対し、インサイダー取引規制や社内規程の内容を正しく理解してもらうことも重要ですが、さらに法令以上に厳格な社内管理を行う理由についても可能な限り説明し、理解・納得を求めていくことが必要です。
この際、社内管理体制は厳しければよいというものでもないことには留意が必要です。例えば、許可制や事前届出制を採用することには有用性がありますが、本来これらの制度は、法令の理解不足等に起因したインサイダー取引規制への抵触を防止するものに過ぎず、意図的なインサイダー取引規制違反に対する未然防止効果には限界があります。このような限界を踏まえた上で、自社の制度の内容がこのような機能・目的との関係において過剰な制約を自社の役職員に課すものとなっていないかどうか、十分に検討することも必要です。
以上のような観点から、法令の規制以上に厳しい社内管理を行う理由について役職員の理解・納得を得るための方策として、貴社で実施されているものがあればお答えください。（自由記載）

Ⅵ．役職員による自社株売買機会の確保 
【 問１７．新しい「知る前契約・計画」の利用に関する検討状況 】

昨年9月に施行された内閣府令の改正により、いわゆる「知る前契約・計画」に係る包括的な適用除外規定が設けられ、インサイダー取引規制のセーフハーバーが拡大されました。各証券取引所及び日本取引所自主規制法人からこの新しい制度について各上場会社代表者宛に通知を行うほか、その活用に向けた説明会を実施してまいりました。（講演録等はhttp://www.jpx.co.jp/regulation/comlec-publication/seminar/others/index.htmlをご参照ください。）
この新しい制度は、重要事実等を知っている状況であっても、その公表後の売買を予定した契約・計画を作成することにより利用可能であり、これまで法令によるインサイダー取引規制やインサイダー取引管理規程により自社株売買を実施できなかった方にも、売買機会を確保する途を拓くものといえます。売買機会の確保は、売買機会が十分でないことを理由または口実とする社内規程の違反を防止する効果もあり、社内管理の実効性を高めるためにも有効です。このような観点から、本制度は上場会社による積極的な利用が期待されるところであり、その検討は一つの経営課題といっても過言ではありません。
そこで、この新しい「知る前契約・計画」の利用について、貴社では、現時点でどのような検討・対応をされているか、検討状況とその内容についてそれぞれお答えください。
＜問１７－１．検討（決定）状況＞
1 「知る前契約・計画」の利用を決定した
2 利用の検討・議論を、経営陣を含めたメンバーで行っている
3 利用の検討・議論を、担当部署で行っている
4 利用しないことを決定した
5 まだ検討を開始していない
6 証券会社に具体的な利用方法について相談している（相談した）
7 法律事務所（弁護士）に具体的な利用方法について相談している（相談した）
＜問１７－２．検討（決定）内容＞　（複数選択可）
1 持株会の新規入会・口数変更
2 持株会の退会処理
3 役員就任時等の自社株買増し
4 その他役職員個人による利用
5 ストックオプション行使時の株式売却
6 自己株式の取得
7 その他上場会社による利用
【 問１８．新しい「知る前契約・計画」に関する社内管理体制の見直し 】

新しい「知る前契約・計画」は、重要事実等を知っている状況でも利用可能な制度である反面、そのような状況で利用する場合には、要件を満たさなければインサイダー取引に該当することとなるおそれがあることには注意が必要です。そのため、役職員による利用を推進あるいは許可するにあたっては、インサイダー取引の未然防止体制について見直しの検討をすることが有用です。
そこで、この新しい「知る前契約・計画」に関する社内管理体制の見直しについて、貴社では、現時点でどのような検討・対応をされているか、検討状況とその内容についてそれぞれお答えください。
＜問１８－１．検討（決定）状況＞
1 一定の対応をすることを決定した
2 一定の対応についての検討・議論を、経営陣を含めたメンバーで行っている
3 一定の対応についての検討・議論を、担当部署で行っている
4 対応しないことを決定した
5 まだ検討を開始していない
＜問１８－２．検討（決定）内容＞　（複数選択可）
1 「知る前契約・計画」について作成時に届け出させる
2 「知る前契約・計画」の様式・ひな形等を作成する
3 「知る前契約・計画」として役職員が利用可能な類型を整理する
4 「知る前契約・計画」の制度について正確な理解がなされるよう、必要な情報を周知する
5 「知る前契約・計画」の制度について正確な理解がなされるよう、研修等を実施する
【 問１９．新しい「知る前契約・計画」の利用に関する検討、社内管理体制の見直しの時期 】

新しい「知る前契約・計画」は、どのような状況・売買について利用するか、利用に際しての社内管理体制の見直し、実際の運用していくための役職員への周知、説明等、ある程度運用を開始するまでの準備期間を要すると考えられます。

そこで、この「知る前契約・計画」に関する貴社での検討時期、社内管理体制の見直しや実際の運用の開始時期（予定含む）について、それぞれお答えください。
＜問１９－１．利用に関する検討開始時期＞
1 「知る前契約・計画」に係るセーフハーバーの範囲の拡がりに係る改正府令案公表から施行（2015年9月16日）後にかけて速やかに検討を開始）

2 「知る前契約・計画」に係る自主規制機関からの通知やその活用に向けた説明会への参加を契機（2015年11月～2016年1月）に検討を開始

3 本アンケートの通知を機に検討を開始

4 まだ検討を開始していない（具体的な検討開始予定時期を括弧内に記載してください。例：2016年3月頃）


＜問１９－２．利用に関する決定時期＞
　※「知る前契約・計画」複数の施策内容について検討されている場合は、そのうちの最も早期に決定した事項に対する時期をお答えください。
1 「知る前契約・計画」の利用を決定した時期（具体的な決定時期を括弧内に記載してください。例：2016年1月）


2 「知る前契約・計画」を利用しないことを決定した時期（具体的な決定時期を括弧内に記載してください。例：2016年1月）


3 「知る前契約・計画」を利用すべく検討中（具体的な検討終了予定時期を括弧内に記載してください。例：2016年3月）


4 まだ検討を開始していない
＜問１９－３．規程見直し・運用開始時期＞
　※「知る前契約・計画」複数の施策内容について検討されている場合は、そのうちの最も早期に決定した事項に対する時期をお答えください。
1 「知る前契約・計画」に関する社内管理規程を見直し運用を開始した時期（具体的な決定時期を括弧内に記載してください。例：2016年1月）


2 「知る前契約・計画」に関する社内管理規程を見直し運用を開始すべく準備を進めている（具体的な検討終了予定時期を括弧内に記載してください。例：2016年3月頃）


3 「知る前契約・計画」を利用しない又は利用についてまだ検討を開始していない

【 問２０．役職員による自社株売買機会の確保に向けた対応 】

今般の新しい「知る前契約・計画」に係る内閣府令改正の背景には、金融・資本市場活性化有識者会合がまとめた提言（2013年12月）において、上場会社の役職員が持株保有に過度に慎重になっているとの問題提起やインサイダー取引規制の見直しの必要性の訴え、各上場会社における社内ルールが過剰に厳しい内容となっている傾向にあるとの指摘がなされたことや、上場会社の皆様、特に経営者の皆様からの規制緩和の要請がありました。また、各取引所からも、新しい「知る前契約・計画」の活用に係る検討と併せて、各上場会社における社内ルールが過剰に厳しいものとなっていないか点検をお願いする通知をさせていただきました。（2015年9月「役職員による自社株売買機会の確保に向けて」）

そこで、貴社におけるこの「知る前契約・計画」を含む社内ルールの点検及び見直しの状況について、それぞれお答えください。
＜問２０－１．社内ルールの点検＞
1 点検を実施した（具体的な点検実施時期を括弧内に記載してください。例：2015年10月～11月）


2 点検を実施中（具体的な点検開始時期と点検終了目途を括弧内に記載してください。例：2016年1月～3月終了予定）


3 これから点検を実施（具体的な点検開始予定時期と点検終了目途を括弧内に記載してください。例：2016年3月～4月終了予定）


＜問２０－２．社内ルールの見直し内容＞　（複数選択可）
1 「知る前契約・計画」の利用に関する見直しを実施

2 「知る前契約・計画」の利用に係る見直しを実施予定

3 ルールの対象者（重要事実を知り得る者＝問１０．特定時期の対応を行う役職員）の範囲の見直しを実施

4 ルールの対象者（同上）の範囲の見直しを実施予定

※ ③または④を選択された場合の具体的な見直し（予定）内容についても括弧内に記載してください。

5 売買可能または禁止期間（重要事実が存在することが少ない時期の売買までの一律に制約していないか＝問８．問９．における特定時期）に関する見直しを実施
6 売買可能または禁止期間（同上）に関する見直しを実施予定

※ ⑤または⑥を選択された場合の具体的な見直し（予定）内容についても括弧内に記載してください。


7 管理の対象とするインサイダー情報（重要事実に該当しない情報を知っている場合まで制約していないか）に関する見直しを実施

8 管理の対象とするインサイダー情報（同上）に関する見直しを実施予定

※ ⑦または⑧を選択された場合の具体的な見直し（予定）内容についても括弧内に記載してください。


9 規制の態様（重要事実を知らない役職員の売買まで過度に制約していないか＝問４．における自社株売買に係る管理手続、事前許可・届出などの対象範囲など）に関する見直しを実施

10 規制の態様（同上）に関する見直しを実施予定

※ ⑨または⑩を選択された場合の具体的な見直し（予定）内容についても括弧内に記載してください。


11 その他（例えば、自社株の売買管理に関する事務手続、インサイダー取引規制や社内手続、持株会入会に係る研修・周知・説明など）に関する見直しを実施

12 その他（例えば、自社株の売買管理に関する事務手続、インサイダー取引規制や社内手続、持株会入会に係る研修・周知・説明など）に関する見直しを実施予定

※ ⑪または⑫を選択された場合の具体的な見直し（予定）内容についても括弧内に記載してください。


13 現時点での社内ルールは適切な水準にあると判断し見直すべき事項はなかった
14 （社内ルールの検討中ではあるが）現時点での社内ルールは適切な水準にあると考え、見直すべき事項はない予定
Ⅶ．自己評価 
【 問２１．現在の情報管理・売買管理についての自己評価 】

現在の貴社におけるインサイダー取引に関する社内管理について、どのようにお考えですか？情報管理、売買管理それぞれについての自己評価をお答えください。

＜問２１－１．情報管理＞
1 適切なのでこのままの水準を維持していきたい
2 管理が不十分な部分が多くあり強化していきたい
3 一部過剰な部分もあるが全体としては管理が不十分な面があり強化していきたい
4 一部管理が不十分な部分もあるが全体として過剰傾向にあるので若干緩和していきたい
5 過剰傾向にあるので緩和していきたい
＜問２１－２．売買管理＞
1 適切なのでこのままの水準を維持していきたい
2 管理が不十分な部分が多くあり強化していきたい
3 一部過剰な部分もあるが全体としては管理が不十分な面があり強化していきたい
4 一部管理が不十分な部分もあるが全体として過剰傾向にあるので若干緩和していきたい
5 過剰傾向にあるので緩和していきたい
紙面での回答の場合は回答用紙を郵送で、ファイルでの回答の場合は電子メールで、２０１６（平成２８）年２月２６日（金）までに下記返信先まで御返送ください。

また、インサイダー取引管理規程を定めている場合は、本アンケートの回答とあわせて、郵送時に同封または電子メールへのファイル添付にてご提供いただけますと幸いです。今後アンケート結果のフィードバックや上場会社の皆様への有用な情報提供等を行う際の参考とさせていただきます。なお、規定される内容により自主規制機関から注意喚起を行ったり、提供元法人名を公表することはございませんので、是非ご協力いただけますよう、何卒宜しくお願いいたします。
御協力ありがとうございました

【回答用紙返信先】
①書面にてご回答、規程をご送付いただく場合
証券会員制法人　札幌証券取引所　自主規制部　宛

〒060-0061　札幌市中央区南１条西５丁目１４番地の１
②電子メールにてご回答、規程をご送付いただく場合
　　　電子メール：jpxr@researchworks.co.jp
· 回答用紙の電子ファイルの利用を希望される場合は、日本取引所自主規制法人ホームページからダウンロードしてお使いください。
（電子ファイル掲載ページ）
http://www.jpx.co.jp/regulation/comlec-publication/seminar/others/index.html
【全国上場会社インサイダー取引管理アンケート事務局（問合せ先）】

日本取引所自主規制法人　売買審査部 総務・企画・取引相談グループ

電話：03-3666-0431（代表）

· 本アンケートに係る調査票の回収等の事務については、適切な管理の下、「株式会社リサーチワークス」に委託しております。
· 記載いただいた個人情報については、本アンケートの回答内容についての問合せ等、本アンケート関連業務にのみ利用し、他の目的で使用いたしません。株式会社日本取引所グループの個人情報の取扱い及びプライバシーポリシーはホームページをご覧ください。

（個人情報取扱）
http://www.jpx.co.jp/corporate/about-jpx/info-security/index.html
（プライバシーポリシー）
http://www.jpx.co.jp/corporate/about-jpx/info-security/01.html
� REITについては記載不要です（以下、従業員数、事業所数について同じ）。


� 契約社員、パートタイマー職員、派遣社員等の臨時雇用者をすべて含んだ員数を記載してください（概数で結構です。）。直近の有価証券報告書等に記載した員数を転記していただいても結構です。


� 従業員が1名以上常駐する事業所の数を記載してください（概数で結構です。）。
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